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  拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご愛顧を賜り誠に有難うございます。 

 

  「国内クラウドサービス需要動向(2016年版)」に関する調査レポートの販売についてお知らせ致します。 

 

 企業のICTにおいてクラウドを優先的に活用する「クラウドファースト」の浸透が一層進み、クラウド市場は2015年

度1兆円を突破、2020年度には3兆円を超える市場にまで拡大することが見込まれています。 

 

 本レポートは、法人ユーザー1,373社へのアンケート調査を通じてクラウドサービスの利用者・検討者の実態を明らか

にするとともに2015年度および今後5年間の市場規模を算出・予測したものです。クラウド市場の成長を見越してICTベ

ンダーやユーザーがどのような戦略を構築すべきか、そのシナリオ検討のヒントとなるデータを提供致します。 

 本レポートが業界発展の一助となれば幸いです。 

 

 本調査レポートの購入およびお問い合わせをお待ち申し上げると同時に、業界各社様の今後のご発展を心よりお祈り

致します。                                                                                                           

                                                         敬具 
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